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時流を捉える/人口変化と公共団体のFM体制の変遷

既に人口減尐局面に入った
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１．パブリックＦＭとは何か
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１－１.ファシリティマネジメントの必要性 （ガイドブック Ｐ．6）

１.パブリックＦＭとは

国や地方公共団体・地方三公社・第三セクター等が

自ら所有又は賃借（使用）する
施設（土地、建物、構築物、設備、物品等）とその環境
（内部環境だけでなく、近隣、地域社会、都市・地方、国、
地球環境までを含めた外部環境、及び情報環境）すべてを、

経営にとって最適な状態（コスト最小、効果最大）で

保有し、賃借し、使用し、運営し、維持するための
総合的な経営管理活動
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１－１.ファシリティマネジメントの必要性 （ガイドブック Ｐ．6）

２.パブリックＦＭの必要性

•「国家機関の建築物を良質なストックとして整備・
活用するためのファシリティマネジメントを実施すべ
きである」

国土交通省
社会資本整備審議会
建築分科会建議

•資産及び債務改革の方向性と具体的な施策を３年
以内に策定

•新会計基準による財務書類の作成
行政改革推進法

•「おおむね2018年までに道州制に完全移行すべき
である」

道州制ビジョン懇親会
中間報告

“全体最適の視点”をもつＦＭの導入が鍵
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政府・自民 道州制議論前倒し！

•世界のCO2排出量を2050年までに半減洞爺湖サミット合意
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１－２.ファシリティマネジメントの導入の効果 （ガイドブック Ｐ．7）

パブリックＦＭの導入の効果
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２-１.関連法体系整備と今後の動向 （ガイドブック Ｐ．8）

官公庁施設の建設等に関する法律（官公法）、 建築基準法の改正

耐震改修促進法改正

国有財産法等改正
（国有財産法、国有財産特別措置法、庁舎法、特定国有財産整備特別会計法）

行政改革推進法（行革法）

地方財政健全化法（健全化法）

１.関連法体系の整備 Ｈ17.6.1施行

Ｈ18.1.26施行

Ｈ18.4.28施行

Ｈ18.6..2施行

Ｈ20.4..1施行（財政健全化計画等の策定義務などその他規定はＨ21.4.1施行）
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２-１.関連法体系整備と今後の動向
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２.現状－１（耐震化）

地方公共団体における

耐震改修促進計画の策定予定状況

都道府県の策定：100％

市区町村の策定：45.1％
（Ｈ20年度中策定予定：69.0％）

市区町村の策定済みの上位地方公共
団体（Ｈ20.4.1現在）

1位 岐阜県、静岡県、滋賀県、
徳島県、愛媛県 （100％）

6位 愛知県（97％）
7位 大阪府（93％）
8位 長野県（90％）
9位 石川県（89％）

10位 福井県（82％）

（平成20年5月30日付け国土交通省住宅局公表資料による）

資料引用：総務省消防庁ＨＰより

防災拠点となる
公共施設等の耐震化状況
（平成20年9月18日付け総務省消防庁公表資料による）

資料引用：国土交通省住宅局ＨＰより

Ｈ19年度末： 62.5％

←59.6％（Ｈ18年度末）

耐震率の高い上位3地方公共団体
（都道府県別）

1位 神奈川県（83.2％）
2位 三重県（82.1％）
3位 愛知県（81.0％）

耐震率の高い上位3施設
1位 診療施設（71.2％）

消防本部・消防署所
（71.2％）

3位 警察本部・警察署等
（64.5％）
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２-１.関連法体系整備と今後の動向
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２.現状－２（学校耐震化）

文部科学省による学校耐震化支援の状況

「地震防災対策特別措置法」改正（Ｈ20年6月18日施行）

地方公共団体に耐震診断の実施及び結果公表が義務化
国庫補助率を 2/3 に引き上げ（改正前1/2）

文科大臣「緊急総合対策を踏まえた学校耐震化加速に関するお願い」
（Ｈ20.10.17）

大規模地震により倒壊等の危険性の高い公立小中学校施設
（約１万棟）の耐震化を１年前倒し（H23年度までに）

資料引用：
日本経済新聞2008.10.17記事より

49.1％

資料引用：文部科学省ＨＰより
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２-１.関連法体系整備と今後の動向
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２.現状－３（公会計制度改革）

公会計制度改革をめぐる状況

３つの公会計モデルの存在 →財務諸表の統一、資産評価方法の統一が必要

住民にわかりやすく解説を加えた形での提示を （アニュアルレポート等の活用）

活動を決算で事後評価し、予算編成課程に生かすことが大切 （ＰＤＣＡサイクルの構築）

外部監査制度の導入や、議会・住民の監視機能の強化も必要

資料引用：日本経済新聞2008.9.24記事より

日本公認会計士協会「地方公共団体の会計に関する提言」を公表
（Ｈ20.10.7付）
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２-１.関連法体系整備と今後の動向
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２.現状－4（財務４表の公表）

わかりやすい公表のあり方（１）

資料引用：各務原市広報誌Ｈ20.5.1掲載内容より

各務原市（人口約15万人）の取り組み事例
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２-１.関連法体系整備と今後の動向
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２.現状－5（財政白書）

わかりやすい公表のあり方（２）

資料引用：千代田区ＨＰより

千代田区（人口約4万人）の財政白書の事例
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２-１.関連法体系整備と今後の動向
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２.現状－6（行政コスト計算書）

わかりやすい公表のあり方（３）

資料引用：浜松市ＨＰより

浜松市の行政コスト計算書の事例

はまゆう図書館のバランスシート・行政コスト計算書の公開
（蔵書：約6万8千冊）

貸出利用者１人あたりコスト：８４１円
貸出1冊あたりコスト ：２４６円

約250円で本を1冊2週間借りることができたら、
あなたは借りるでしょうか？ 借りないでしょうか?

この結果が市民の満足度であり、行政評価の基準となるもの
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２-１.関連法体系整備と今後の動向
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２.現状－7（健全化指標）

健全化判断比率、資金不足比率の状況

資料引用：日本経済新聞2008.10.1記事より

健全化判断比率
実質赤字比率
連結赤字比率
実質公債費比率
将来負担比率

資金不足比率
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２-１.関連法体系整備と今後の動向 （ガイドブック Ｐ.11）
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３．今後の動向

補助金整備施設の転用の緩和

静岡県は6月27日、地方自治体が国の補助金で整備した施設の
転用について政府が基準を緩和したことを受け、県の補助で市町
などが整備した施設についても、同様に転用基準を緩和する方向
で検討していることを明らかにした。地方分権改革推進委員会の第
一次勧告に沿った国の転用基準緩和を踏まえ、県単独補助金につ
いても同様の取り扱いを行うよう検討する。

（静岡新聞Ｈ20.6.28記事より）

完成後10年経過していれば当初目的以外への転用を

認める方針
年内にも各省庁がガイドラインを作成
規制改革会議は、第三セクターにも転用を認めるように
各省庁に 働きかけ

資料引用：日本経済新聞2008.8.10記事より

政府の基準緩和を受けて、県の補助金での整備施設
の転用基準を緩和する動きも出てきている
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２-２.公共施設に関する基礎的研究の進展 （ガイドブック Ｐ.12）
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１．ＪＦＭＡによる公共施設の可視化プロジェクト

次世代負担率の可視化

バランスシートの分析により、社会資本形成世代間負担比率が比較可能

次世代負担率＝負債（地方債＋債務負担行為＋翌年度償還予定）
/有形固定資産

都道府県平均：57.2％ 政令指定都市平均：45.7％ （Ｈ17年度バランスシート分析による）

人口減尐・高齢化による次世代負担余力の減尐に対応し、財政健全化が急務
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２-２.公共施設に関する基礎的研究の進展 （ガイドブック Ｐ.13）
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１．ＪＦＭＡによる公共施設の可視化プロジェクト

有形固定資産の維持コストの可視化

減価償却費は、従前の公会計では現金主義のため、意識されて来なかった

ＪＦＭＡによる有形固定資産の維持コスト（仮称ＰＲＥコスト）の定義

有形固定資産維持コスト＝維持補修費＋減価償却費＋公債費利子
都道府県平均：95.7千円 （Ｈ17年度行政コスト計算書分析による）
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２-３.ＰＲＥの視点とパブリックＦＭの実践 （ガイドブック Ｐ.14）
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１．ＰＲＥとは
日本のＦＭの定義と欧米との違い

パブリックＦＭとＰＲＥの関係

ＣＲＥ（Ｃｏｒｐｒａｔｅ Ｒｅａｌ Ｅｓｔａｔｅ）：
企業不動産

ＰＲＥ（Public Ｒｅａｌ Ｅｓｔａｔｅ）：
公共不動産

日本のＦＭ＝欧米のＣＲＥ＋ＦＭ

維持保全

パブリックＦＭ

ＰＲＥ
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２-３.ＰＲＥの視点とパブリックＦＭの実践 （ガイドブック Ｐ.14）

18

２．パブリックＦＭの実践

ＪＦＭＡ提言2008

「公共施設資産を次世代に継承するファシリティマネジメントの提言2008」発表

提言その1 資産の棚卸と総量の適正化
提言その２ 新しい公会計を活用した維持保全のための財源の確保
提言その３ 認定ファシリティマネジャーの活用

パブリックFMの実践
に他ならない



JFMA FORUM ２００９ ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ©ＪＦＭＡ公共施設ＦＭ研究部会

２-３.ＰＲＥの視点とパブリックＦＭの実践 （ガイドブック Ｐ.14）
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３．総量適正化とＰＲＥ

総量適正化プロセス

売却戦略部分だけがPRE戦略ではない
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２．パブリックＦＭガイド
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フェーズ０.ＦＭ導入・実践のプロセスモデル



JFMA FORUM ２００９ ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ©ＪＦＭＡ公共施設ＦＭ研究部会

フェーズ０.ＦＭ導入・実践のプロセスモデル （ガイドブック Ｐ.18）
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ＦＭ導入・実践のプロセスモデルの提案

ＦＭ導入のプロセスの実態は、自治体に
よって多様である

青森県の実践事例を参考にモデル化

Ｈ13年（2001年）

県行政改革見直しへの意見にＦＭが登場
ＦＭ手法導入の検討始まる

Ｈ19年（2007年）

全庁へのＦＭ手法導入のためＦＭ専門組織が設置
ＦＭが県の正規の事務事業となる

～６年間
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フェーズ０.ＦＭ導入・実践のプロセスモデル （ガイドブック Ｐ.20）
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①アプローチのパターン

企画室や政策推進室といった行政改革推進部門の
発意から、施設の管理・運用の効率化を促す企画が
立案されるケースがある。

施設整備や改修予算の配分について、限りある予算
に優先順位を付け、透明性を持った事務処理を促す
ためにＦＭ手法を活用する事例がある。

いくつかの自治体では、トップ層（知事、市長、議員
等）の強い指示により実施計画が進められているが、
揺り戻しの危惧も指摘されている。

膨大なストックの維持管理コストの増大に対して、危
機意識を持つ営繕部門の技術者が、施設整備の技
術を活用してＦＭ推進の企画を立案するケースがあ
るが、予算措置に問題があるといわれる。

Ａ．トップダウン型

Ｂ．行政改革推進型

Ｃ．財政主導型

Ｄ．営繕主導型

営繕課職員が国土交通大学校における講義でＦＭに出会う（Ｈ11年度）
県の改定行政改革大綱（Ｈ13年）にＦＭが位置づけられる

青森県では
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フェーズ０.ＦＭ導入・実践のプロセスモデル （ガイドブック Ｐ.20）
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②組織的活動

ＦＭ導入調査として「政策形成推進調査研究事業」の一つとして位置付けられ、
予算措置がされる

情報収集、他自治体におけるＦＭ手法の活用実態を知る
ＦＭ関係セミナーへの参加、ＨＰ参照、先行自治体へヒヤリング
自治体施設の実態把握のため、管材資料等の基礎データを分析し課題を提示
問題点を行革部門や財務部門に提示し、予算措置を講じる

青森県では

③基本方針の策定

専門の委員会・研究グループを編成し、検討のプロセスと結果を公表する
（委員構成や事務局設置に独自性。外部コンサル採用によるレベルアップ）
その後の基本方針となる「ＦＭの理念と目的、ＦＭ推進方策」等を提示

ＦＭチームが「ＦＭを活用した県有施設の効果的な管理運営手法の導入に関す
る調査研究」に取り組み、外部専門コンサルと協働
「青森県ＦＭの理念と目的」を策定し、ＦＭの活動像を明示(Ｈ14年）

青森県では
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フェーズ０.ＦＭ導入・実践のプロセスモデル （ガイドブック Ｐ.21）
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④情報発信・説得

調査研究成果をＨＰで公表、市民対象の説明会開催、地元新聞への記事記載
等、積極的な情報公開を実施

ＦＭ基本方針を庁内・庁外（住民）に対して情報発信し、多くの賛同を得る
ＦＭ講演会や職員研修会を開催し、施設管理者、ＮＰＯ、民間事業者等に広く
ＦＭを理解してもらう
施設の維持管理業務の合理化シュミレーションや水光熱費の節減方策提案、
事務庁舎の有効スペース活用の仮想事例等、業務適正化の見える化を示す

青森県では

⑤実施計画の策定

ＦＭ実施計画チームが組織的に構成され、ＦＭ推進が正式に事業化
（ＦＭの言葉が馴染みにくく、保全として組織化されるケースが多い）
予防保全の適正実行のため、保全関係の各種基準類・マニュアル類の整備
施設の総合評価やＬＣＣ算出の技術が必要

庁内ベンチャー制度により「県有施設管理運営におけるＦＭ導入推進事業」が
事業化（Ｈ15年）
特別対策局行政経営推進室に配属され、維持管理業務支援とコスト削減とし
て「清掃業務委託適正化の試行」と「標準仕様、積算基準の作成」により2年間
で2.6億円の削減（削減率21％）を達成、ＦＭ効果をアピール（Ｈ16年）
施設評価手法及びＬＣＣ試算手法の開発、モデルプロジェクトに適用（Ｈ17年）

青森県では
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⑥－１ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ整備・保全情報ｼｽﾃﾑ構築

ＡＳＰ方式のｼｽﾃﾑ（ＢＩＭＭＳ）を利用しﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ整備、各種管理機能を実施
（開発費の抑制、低コストで利用可能など効率化図る）

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの整備。ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを活用し、管理効率等の施設現状を把握し効率
的な保全や施設評価を実施
施設建設・改修履歴のデータや施設管理情報を体系的に整備し、継続的に
データを蓄積し、メインテナンスを行う
施設情報ｼｽﾃﾑ構築のための予算獲得（ＦＭ計画・実施成功のｷｰﾎﾟｲﾝﾄ）

青森県では

⑥－２ﾓﾃﾞﾙﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ適用・検証・情報公開

保全情報ｼｽﾃﾑ導入と平行し、実施計画で策定された保全関連の基準類やマ
ニュアル類をﾓﾃﾞﾙﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに適用し、务化診断等の実施に関する検証を行う
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを活用して、長中期修繕計画やＬＣＣ算出シュミレーション、施設の総
合評価等を実施、保全情報ｼｽﾃﾑの検証と評価、効果に関する情報公開を行う

ＬＣＣ試算手法、施設評価手法の検証と評価のために、庁舎２件、学校2件のﾓ
ﾃﾞﾙﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに適用し、結果の情報公開を実施

青森県では
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⑦全庁的取組み

全県有施設で施設情報ｼｽﾃﾑが稼働し「青森県県有施設利活用方針」が制定
「県有施設利活用調整会議」が設置されて、廃止施設等の利活用と県有施設
の利用調整が開始され、行革経費として予算編成が行われている（Ｈ18年）
ＦＭ専門組織として「総務部財産管理課」が設置（Ｈ19年）
「ﾌｧｼﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに関すること」を県行政組織規則に明記し、正規の事務事
業としての扱いに
庁内に「県有不動産利活用推進会議」が設置され、資産戦略や中期実施計
画の策定、庁舎等の利用調整事例を具体的に提示

ﾓﾃﾞﾙﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで検証された施設情報ｼｽﾃﾑは、内外の評価を得られた後、全
庁的に稼働され、施設の利活用の検討に利用
保有施設の総量縮小、効率的利用、長寿命化等の施設利活用方針の策定や
ＦＭ専門組織編成の検討実施
ＦＭ統括部門として、各部門で任命される施設管理者（ＦＭ担当者）を支援し、
保全技術情報の提供やＦＭ教育等の実践及びＦＭ情報（保全情報）の集中管
理とＦＭ情報提供を行う

青森県では
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フェーズ1 .ＦＭの導入
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現状施設の全体像の見える化

全体最適へと価値転換する合意の形成

１．ＦＭ導入の準備

ＦＭ導入の上で不可欠なもの

さらに加えて

首長の強力なリーダーシップ

縦割既存組織と業務を打破する改革への強い力を発揮しなければ「全体像の
見える化」さえうまく実行できない場合が多い
「全体像の見える化」は必要不可欠だが、「ニワトリタマゴ」議論になりがち
「全体像の見える化」と「全体最適への価値転換」は、両方の実現を視野に置
いて改革の歩みを着々と進めることが重要
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集めたい現状データを絞り込み、明確化する
所管の協力を求める
管財担当部局など、関係部局に協力を求める
完璧なデータ収集にこだわらない

２．現状施設の全体像の「見える化」

現状施設の全体像のデータ把握

施設の一般的データ
①施設概要データ
②建物概要データ

財務評価用データ
①ファシリティコストデータ
②施設資産データ
③建物・土地の再調達価格データ

供給評価用データ
①施設利用度データ
②施設利用度に関する所管部局のコメント

品質評価用データ
①施設の耐震性データ
②その他の品質評価データ

施設の全体像を把握するニーズは、首長、財務部局、行革部局、ＦＭ部局にしか存在しない

財務・品質・供給の３視点からのﾃﾞｰﾀ収集

財務評価用
データ

供給評価用
データ

品質評価用
データ

施
設
一
般
デ
ー
タ
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２．現状施設の全体像の「見える化」

全体像を「見える化」する

全体像の一覧表の例
わかりやすい指標で把握
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２．現状施設の全体像の「見える化」

施設白書の活用

施設の現状について、全体像の「見える化」を推進する
財務・品質・供給の３つの視点からマクロな評価を行い、課題を
抽出する
課題を解決するための道筋を示す
課題解決のための方針と施策案がないと、問題点ばかりが鮮明化され、

何も施策を講じていないと思われてしまう

施設白書の主な目的としては、以下の３つをめざしたい
①施設についての現状を把握し
②課題として洗い出し
③それらの課題を解決する道筋（方策と施策案）を明確にする

内容構成

ＰＤＣＡサイクルを回して、継続的に改善し、発行

定期的に更新し、中期の実行計画を盛り込み、目標管理を行いその到達点を
示すなどにより深化させる
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３．全体最適へと価値転換する合意の形成

なぜ全体最適か

縦割り組織による個別最適の方法論しか持てない状況
ＦＭの効果を発揮させるには、全体最適の視点に立ったＦＭ戦略が不可欠である

旧来のルールにとらわれない

ルール諸般が現実に即していなければ、変えればよい （青森県の例のように）

それには首長のリーダーシップによる改革の強力な推進が必要

施設総量の縮減と全体最適

施設総量の縮減が経営効率化に大きな成果をもたらすことは自明の理
行政サービスの質を低下させることなく、施設総量の縮減を図るキーポイントになるのが、
全体最適の視点によるＦＭの戦略

用途変更を含む利活用縮減と全体最適

所管部局の縦割りのままでは、施設の統廃合程度しかできない場合が多い
全庁的な視点から、不足すると予測される機能の施設や、複合化することによって可能な
新しい行政サービス等を開発、解体処分に代わる施策を検討

計画保全への転換と建物の長寿命化

長寿命化シュミレーションにより将来支出を低減
事後保全は個別最適の方法論
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３．全体最適へと価値転換する合意の形成

長寿命化のシュミレーションモデル例（40年の年平均）
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３．全体最適へと価値転換する合意の形成

まとめ

財政逼迫や人口減尐化、さらには民間企業並の経営効率化の必要
性を考慮すれば、地方自治体のめざす戦略は、「全体最適」を図る以
外なく、そのリード役がＦＭ

「個別最適」から「全体最適」への価値の転換がＦＭ戦略が地方自治
体で採用されるうえでのキーポイント

価値転換が全庁的に、全職員の合意としてできなければ、ＦＭ自体も
部分的な導入にとどまり、大きな効果を発揮しない

財政改革への貢献 / 目に見える改革で行政改革を促進
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フェーズ2 .どんな組織を作ったら良いか？
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１．一元管理のできる組織がなぜ必要か

施設管理の一元化

施設管理については、財産管理(管財)部門と営繕部門との一元化が最重要

東京都では、施設整備計画書という、予算段階での制度を立ち上げ

既存敷地及び既存建物の統廃合の可否を判断し、既存建物については建替えか、
既存改修のどちらかで行うのかの判断も実施
既存建物の务化度調査も始動させ、営繕部門が調査をして認めたもの以外は、改
修工事費の予算要求不可

財産管理(管財)部門と営繕部門の一元化によるメリット

計画段階からの施設管理が可能
両部門の保有敷地情報、建物情報及び施設管理情報が一元化でき、統一台帳化も
推進可能
施設管理上の道連れ工事については、一元化した台帳を基に、発生時期が予見可
能となり、予算担当（財政）部門も予算化することになるので、施設管理部門にとって

もメリット大
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３．トップはいかに関わるべきか

トップが関わる必要性

ＦＭの役割は、自治体経営の最高責任者であるトップや経営管理組織である上層部が、
政策や経営方針などの重要事項についての意思決定を行う、トップマネジメントを支援
すること
ＦＭの目的は、その活動をとおして自治体の経営改善に参画、寄与することであり、
「意思決定する人」つまりトップを頂点とする上層部が直接のサービス対象（顧客）

ボトムアップでＦＭを導入しようとする場合、上役であり顧客であるトップや上層部にＦＭ
の必要性や効果を十分に理解してもらったうえで、ＦＭの施策、事務事業及び組織の
立ち上げについて意思決定してもらうプロセスを踏むことが非常に重要
このプロセスがない場合、トップや上層部は、ＦＭを従来の施設管理の延長上、単なる
コスト削減ツールと認識

逆に、トップや上層部がＦＭの有益性を十分理解すると、ＦＭ業務を直轄的に、或い
は財務責任者（財務局長、総務部長など）の周辺で機能させることが、より効率的な
行政経営になると認識

導入の検討段階からトップが関わること、トップと繋がることで行政経営への貢献を目
途とする本来のＦＭ導入が図られる
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４．人材の確保と育成はどうすればよいか

インハウスFM‘erの発掘と育成

ＦＭ固有の知識・技術を持つＦＭ’ｅｒを本格的に育成したい場合は、事務系、技術系

にかかわらずＦＭ業務に従事することに動機がある、興味がある、望んでいる職員を
発掘する必要がある

ＦＭ’ｅｒの育成については、自治体の内部にはＦＭの知識・技術の経験と蓄積がない

ことから、ＪＦＭＡを始めコンサル等の研修会・セミナーへの参加や事例研究が中心と
なる。また、立ち上げ期は、民間企業や他の自治体と情報交換を通じて情報感度を高
めることが大切。

全体最適のための縦割組織の内部統制や利害調整は、自治体の組織風土がわか
らなければ困難。そこに自治体職員によるインハウスＦＭ’ｅｒの必要性がある

自治体インハウスＦＭ’ｅｒの壺
財政・人事・情報・行革と緊密で有機的な関係を構築できる
実務レベルを経営視点に置換、プレゼンできる
トップマネジメントと現場ネットワークを結節できる
部局間でＷｉｎＷｉｎの調整ができる
保有資産の経済的・機能的価値の見極めができる
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フェーズ３ .パブリックFMべからず集
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パブリックＦＭべからず8箇条

１．経営トップの関与を欠かすべからず
２．財政改革・行政改革との連携を欠かすべからず
３．事務職と技術職の協働を忘れるべからず
４．単なる頭数確保はするべからず
５．全体俯瞰と優先順位を欠かすべからず
６．目に見える効果を忘れるべからず
７．組織風土を無視するべからず
８．地道な作業を忘れるべからず

フェーズ3 .



JFMA FORUM ２００９ ＣＯＰＹＲＩＧＨＴ©ＪＦＭＡ公共施設ＦＭ研究部会 42

フェーズ４ .他自治体の事例紹介
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１．福島県のＦＭプラン策定

（1）基本方針
基本計画の対象期間を平成２２年度までとする。
ア 部局等を超えた経営的視点に立つ
イ 県有財産全般にＦＭの考え方を導入し、取り組めるところから取り組む
ウ 財政的負担軽減効果の高いものを優先する
エ 企業やＮＰＯ、各種団体（以下「企業等」と略）及び市町村との協働を進める
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推進体制

推進本部
行財政改革推進本部において、ＦＭ
及びＦＭプランを全庁的に推進する。

福島県県有財産最適活用推進委員会
推進本部の下部に委員会を設置し、
ＦＭ及びＦＭプランの積極的な推進を
行うと共に、県有建築物保全推進連絡
会議等と連携し、施設関連費の歳出削
減効果が大きい建物や工作物、土地に
関する総合調整を行いながら、ＦＭプラ
ンの進行管理を行う。

ＦＭ推進者
各部局、振興局等にＦＭ推進者をリーダ
ーとして配置し、より県民の目線に立ち、
全ての機関で実践するＦＭプランの推進
役となるとともに、ＦＭプランの見直しの
調整役となる。
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フェーズ４ .他自治体の事例紹介－２
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２．多摩市の施設白書整備

多摩市「施設カルテ」の例
利用者1人当たりのコストまで算出
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フェーズ４ .他自治体の事例紹介－２
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２．多摩市やまばとホールの廃止

「廃止やむなし」 ７名
「存続すべし」 ４名

築35年、老朽化
ホール施設。図書館を併設
当初計画では大規模改修をして存続

安全性
維持費用
公共施設再編 などを考慮した結果

ストックマネジメント計画と公共施設
の配置のあり方検討委員会

平成２１年3月をもって廃止

補助金ルールの変更により
3,300万円の返還が不要に

※最終的には議会決定

コストの見える化により施策判
断が可能に
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フェーズ４ .他自治体の事例紹介－３
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３．岐阜市の商業高校敷地の移管

経費：４億円/年
耐震化・建替え：２０～３０億円

対立候補なく、市長再選 （1/18）

果たして民意は反映されたのか？

資料引用：朝日新聞2009.1.9記事より
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パブリックFMの実践は、行政にとって、業務の
エビデンスを形成することに他ならない

公会計制度を活用したﾌｧｼﾘﾃｨｺｽﾄの見える化が鍵

これからの時代には「全体最適の視点」が不可欠
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まとめとして


